
1 

 

増減率
（％）

合計に
占める
割合

（％）

合計に
占める
割合

（％）

合計に
占める
割合

（％）

合計 4,480,753 4,128,215 ▲ 7.9 100.0 1,335,508,287 100.0 244,667,152 100.0

農林漁業（個人経営を除く） 25,738 24,616 ▲ 4.4 0.6 3,884,692 0.3 884,674 0.4

鉱業，採石業，砂利採取業 2,187 1,766 ▲ 19.3 0.0 714,500 0.1 140,304 0.1

建設業 520,473 468,199 ▲ 10.0 11.3 83,384,100 6.2 15,593,241 6.4

製造業 450,966 434,130 ▲ 3.7 10.5 343,085,349 25.7 56,465,853 23.1

電気・ガス・熱供給・水道業 922 759 ▲ 17.7 0.0 21,871,668 1.6 2,801,774 1.1

情報通信業 51,576 45,440 ▲ 11.9 1.1 47,616,605 3.6 12,895,501 5.3

運輸業，郵便業 82,970 75,783 ▲ 8.7 1.8 54,971,022 4.1 14,291,100 5.8

卸売業，小売業 1,059,676 930,073 ▲ 12.2 22.5 415,122,173 31.1 45,497,713 18.6

金融業，保険業 37,529 32,419 ▲ 13.6 0.8 113,927,926 8.5 18,530,797 7.6

不動産業，物品賃貸業 356,486 329,449 ▲ 7.6 8.0 35,663,570 2.7 8,367,744 3.4

学術研究，専門・技術サービス業 209,160 192,062 ▲ 8.2 4.7 28,905,972 2.2 10,686,737 4.4

宿泊業，飲食サービス業 606,517 545,801 ▲ 10.0 13.2 19,980,711 1.5 7,369,226 3.0

生活関連サービス業，娯楽業 407,667 385,997 ▲ 5.3 9.4 37,313,822 2.8 6,389,390 2.6

教育，学習支援業 122,497 116,051 ▲ 5.3 2.8 13,919,827 1.0 6,599,395 2.7

医療，福祉 272,217 276,972 1.7 6.7 74,537,763 5.6 24,142,922 9.9

複合サービス事業 6,923 6,469 ▲ 6.6 0.2 7,474,813 0.6 2,357,739 1.0

サービス業(他に分類されないもの) 267,249 262,229 ▲ 1.9 6.4 33,133,774 2.5 11,653,042 4.8

産業大分類

企業数 売上高 付加価値額

21年 24年 （百万円） （百万円）

 

平成 24 年経済センサス‐活動調査（確報） 
産業横断的集計（基本編）＜要約＞ 

平成 25 年８月 27 日 

平成 26 年２月 26 日改訂 

総務省・経済産業省 

 

１．概況 

●我が国の企業等の数は 412 万 8215 企業（平成 21 年経済センサス‐基礎調査と比べ

ると▲7.9％）、売上（収入）金額（以下「売上高」という。）は 1335 兆 5083 億円、

付加価値額は 244 兆 6672 億円となっている。 

●事業所数は 576 万 8489 事業所（同▲6.9％）、従業者数は 5583 万 7 千人（同▲4.5％）

となっている。 

表１ 産業大分類別企業数、売上高及び付加価値額 
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増減率
（％）

合計に
占める
割合

（％）

増減率
（％）

合計に
占める
割合

（％）

総計 6,199,222 5,768,489 ▲ 6.9 - - - - -

合計 5,886,193 5,453,635 ▲ 7.3 100.0 58,442,129 55,837,252 ▲ 4.5 100.0

農林漁業（個人経営を除く） 32,307 30,717 ▲ 4.9 0.6 377,595 356,215 ▲ 5.7 0.6

鉱業，採石業，砂利採取業 2,915 2,286 ▲ 21.6 0.0 30,684 21,427 ▲ 30.2 0.0

建設業 583,616 525,457 ▲ 10.0 9.6 4,320,444 3,876,621 ▲ 10.3 6.9

製造業 536,658 493,380 ▲ 8.1 9.0 9,826,839 9,247,717 ▲ 5.9 16.6

電気・ガス・熱供給・水道業 4,199 3,935 ▲ 6.3 0.1 210,533 201,426 ▲ 4.3 0.4

情報通信業 77,900 67,204 ▲ 13.7 1.2 1,724,414 1,627,310 ▲ 5.6 2.9

運輸業，郵便業 147,611 135,468 ▲ 8.2 2.5 3,571,963 3,301,682 ▲ 7.6 5.9

卸売業，小売業 1,555,333 1,405,021 ▲ 9.7 25.8 12,695,832 11,746,468 ▲ 7.5 21.0

金融業，保険業 91,888 88,831 ▲ 3.3 1.6 1,587,909 1,589,449 0.1 2.8

不動産業，物品賃貸業 407,793 379,719 ▲ 6.9 7.0 1,546,688 1,473,840 ▲ 4.7 2.6

学術研究，専門・技術サービス業 239,969 219,470 ▲ 8.5 4.0 1,781,721 1,663,790 ▲ 6.6 3.0

宿泊業，飲食サービス業 778,048 711,733 ▲ 8.5 13.1 5,700,699 5,420,832 ▲ 4.9 9.7

生活関連サービス業，娯楽業 509,966 480,617 ▲ 5.8 8.8 2,713,386 2,545,797 ▲ 6.2 4.6

教育，学習支援業 168,172 161,287 ▲ 4.1 3.0 1,725,610 1,721,559 ▲ 0.2 3.1

医療，福祉 344,071 358,997 4.3 6.6 5,629,966 6,178,938 9.8 11.1

複合サービス事業 38,586 33,357 ▲ 13.6 0.6 406,920 342,426 ▲ 15.8 0.6

サービス業(他に分類されないもの) 367,161 356,156 ▲ 3.0 6.5 4,590,926 4,521,755 ▲ 1.5 8.1

産業大分類

事業所数 従業者数

21年 24年
21年
（人）

24年
（人）

表２ 産業大分類別事業所数及び従業者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

注１：調査は、以下に掲げる事業所を除く事業所・企業について行った。 

①国及び地方公共団体の事業所 

②日本標準産業分類大分類Ａ－農業・林業に属する個人経営の事業所 

③日本標準産業分類大分類Ｂ－漁業に属する個人経営の事業所 

④日本標準産業分類大分類Ｎ－生活関連サービス業、娯楽業のうち、小分類 792－家事サービス業に属する事業

所 

⑤日本標準産業分類大分類Ｒ－サービス業（他に分類されないもの）のうち、中分類 96－外国公務に属する事

業所 

注２：「企業等」とは事業・活動を行う法人（外国の会社を除く。）及び個人経営の事業所をいう。以下「企業」という。 

注３：「売上高」及び「付加価値額」は必要な事項の数値が得られた企業を対象として集計した。 

注４：産業別の「事業所数」及び「従業者数」は必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計した。 

注５：付加価値とは、企業の生産活動によって新たに生み出された価値のことで、生産額から原材料等の中間投入額を

差し引くことによって算出できる。本調査においては、以下の算式を用いている。 

付加価値額 ＝ 売上高 － 費用総額 ＋ 給与総額 ＋ 租税公課 

費用総額 ＝ 売上原価 ＋ 販売費及び一般管理費 

本調査の付加価値には、国民経済計算の概念では含まれている国内総生産の項目のうち、以下は含まれていない。 

固定資本減耗、雇主の社会保険料負担分、持ち家の帰属家賃 

農林漁家、公営企業及び政府サービス生産者の付加価値 等 
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医療，福祉

運輸業，郵便業

建設業

飲食店，持ち帰り・配達飲食サービス業

通信業，放送業，映像・音声・文字情報制作業

卸売業

不動産業

製造業

小売業

生活関連サービス業，娯楽業

情報サービス業，インターネット附随サービス業

物品賃貸業

農林漁業（個人経営を除く）

その他の教育，学習支援業

学校教育

サービス業（他に分類されないもの）

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業

鉱業，採石業，砂利採取業

主業比率 主業以外比率

（％）

合計（複合サービス事業を除く）

主業比率 主業以外比率

89.3 10.7

２．売上高の状況（結果の概要Ｐ３、１０～） 

●産業大分類別に売上高をみると、「卸売業，小売業」が 415 兆 1222 億円（全産業の
31.1％）と最も多く、次いで「製造業」が 343 兆 853 億円（同 25.7％）、「金融業，
保険業」が 113 兆 9279 億円（同 8.5％）などとなっており、上位３産業で全産業の
６割強を占めている。 

●我が国の企業が主な事業活動から得る収入の割合（主業比率）1をみると、89.3％と
なっており、それ以外からの収入の割合は 10.7％となっている。 

●産業分類別に主業比率をみると、「金融業，保険業」が 97.7％と最も高く、次いで
「電気・ガス・熱供給・水道業」が 97.6％、「医療，福祉」が 97.5％などとなる一
方で、「鉱業，採石業，砂利採取業」が 50.3％と最も低く、次いで「宿泊業」が 60.9％、
「学術研究，専門・技術サービス業」が 70.6％などとなっている。 

図１ 産業大分類別売上高の構成比 

 

 

 

 

 

注１：「売上高」は必要な事項の数値が得られた企業を対象として集計した。 

注２：「その他の産業」は、日本標準産業分類における大分類「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、

「運輸業，郵便業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「生活関連サービス

業，娯楽業」、「教育，学習支援業」、「複合サービス事業」及び「サービス業（他に分類されないもの）」

の計である。 

図２ 産業分類別主業比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         
1主業比率（売上高に占める主業の売上高の割合）＝主業の売上高／売上高×100 

注：「主業比率」は必要な事項の数値が得られた企業を対象として算出した。 
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３．付加価値額の状況（結果の概要Ｐ３、９、１５） 

●産業大分類別に付加価値額をみると、「製造業」が 56 兆 4659 億円（全産業の 23.1％）
と最も多く、次いで「卸売業，小売業」が 45 兆 4977 億円（同 18.6％）、「医療，福
祉」が 24 兆 1429 億円（同 9.9％）などとなっており、上位３産業で全産業の５割
強を占めている。また、第三次産業で全産業の 70.1％を占めている。 

●我が国の企業の売上高に対する付加価値額の割合（付加価値率）は 18.3％となり、

産業大分類別にみると、「教育，学習支援業」が 47.4％と最も高く、次いで「学術

研究，専門・技術サービス業」が 37.0％、「宿泊業，飲食サービス業」が 36.9％な

どとなっている。 

図３ 産業大分類別付加価値額の構成比 

 

 

 

 

 

注１：「その他の産業」は、日本標準産業分類における大分類「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運

輸業，郵便業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「生活関連サービス業，娯

楽業」、「教育，学習支援業」、「複合サービス事業」及び「サービス業（他に分類されないもの）」の計である。 

注２：「付加価値額の構成比」は必要な事項の数値が得られた企業を対象として算出した。 

図４ 産業大分類別付加価値率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：「付加価値率」は必要な事項の数値が得られた企業を対象として算出した。 
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付加価値額
（百万円）

全国に
占める
割合

（％）

付加価値額
（百万円）

全国に
占める
割合

（％）

付加価値額
（百万円）

全国に
占める
割合

（％）

付加価値額
（百万円）

全国に
占める
割合

（％）

付加価値額
（百万円）

全国に
占める
割合

（％）

付加価値額
（百万円）

全国に
占める
割合

（％）

北海道 鹿児島県 新潟県 茨城県 宮崎県

898,829 100.0 128,716 14.3 51,893 5.8 38,891 4.3 34,717 3.9 33,837 3.8

新潟県 北海道 東京都 鹿児島県 埼玉県

201,349 100.0 93,606 46.5 13,276 6.6 7,839 3.9 6,594 3.3 6,031 3.0

東京都 大阪府 愛知県 神奈川県 北海道

15,686,089 100.0 2,620,441 16.7 1,164,780 7.4 1,012,126 6.5 903,570 5.8 676,644 4.3

愛知県 東京都 大阪府 神奈川県 埼玉県

48,592,918 100.0 4,540,891 9.3 3,976,230 8.2 3,668,507 7.5 3,232,713 6.7 2,460,049 5.1

東京都 神奈川県 愛知県 千葉県 大阪府

2,758,809 100.0 745,278 27.0 205,649 7.5 168,946 6.1 127,121 4.6 117,839 4.3

東京都 大阪府 神奈川県 愛知県 福岡県

13,136,596 100.0 7,084,617 53.9 1,391,945 10.6 724,014 5.5 626,191 4.8 455,505 3.5

東京都 大阪府 愛知県 神奈川県 千葉県

14,097,422 100.0 2,596,312 18.4 1,254,412 8.9 1,045,992 7.4 977,215 6.9 711,336 5.0

東京都 大阪府 愛知県 神奈川県 埼玉県

51,300,181 100.0 12,572,860 24.5 5,056,876 9.9 3,344,054 6.5 2,596,185 5.1 2,187,996 4.3

東京都 大阪府 神奈川県 愛知県 埼玉県

18,804,752 100.0 6,278,923 33.4 1,582,720 8.4 1,139,549 6.1 893,687 4.8 826,103 4.4

東京都 大阪府 神奈川県 愛知県 埼玉県

8,281,826 100.0 2,949,992 35.6 922,392 11.1 622,994 7.5 426,394 5.1 331,898 4.0

東京都 神奈川県 大阪府 愛知県 千葉県

11,120,095 100.0 4,238,980 38.1 1,188,797 10.7 771,140 6.9 628,042 5.6 399,810 3.6

東京都 大阪府 神奈川県 愛知県 千葉県

7,938,492 100.0 1,360,253 17.1 608,956 7.7 526,009 6.6 508,868 6.4 353,499 4.5

東京都 神奈川県 大阪府 愛知県 千葉県

6,508,359 100.0 1,102,222 16.9 491,443 7.6 426,932 6.6 424,393 6.5 387,765 6.0

東京都 大阪府 神奈川県 愛知県 埼玉県

5,731,980 100.0 1,373,203 24.0 467,252 8.2 387,614 6.8 316,395 5.5 237,675 4.1

東京都 大阪府 神奈川県 愛知県 福岡県

25,493,786 100.0 5,089,807 20.0 1,643,746 6.4 1,431,171 5.6 1,183,297 4.6 1,115,141 4.4

北海道 東京都 神奈川県 愛知県 静岡県

1,525,828 100.0 124,474 8.2 91,562 6.0 80,127 5.3 77,954 5.1 69,980 4.6

東京都 大阪府 愛知県 神奈川県 埼玉県

12,589,839 100.0 3,540,361 28.1 1,070,087 8.5 805,447 6.4 739,034 5.9 471,719 3.7

第４位

電気･ガス･熱供給･水道業

産業大分類

全国計 第１位 第２位

農林漁業（個人経営を除
く）

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

第３位

サービス業（他に分類され
ないもの）

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サー
ビス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽
業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

第５位

●事業所の付加価値額2が多い上位３産業について、その付加価値額を都道府県別にみ

ると、「卸売業，小売業」は、東京都が 12 兆 5729 億円（「卸売業，小売業」全体の

24.5％）と最も多く、次いで大阪府が５兆 569 億円（同 9.9％）、愛知県が３兆 3441

億円（同 6.5％）などとなっている。 

●「製造業」は愛知県、東京都、大阪府の順で、「医療，福祉」は東京都、大阪府、

神奈川県の順となっている。 

 

表３ 産業大分類、都道府県別付加価値額 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：「付加価値額」は必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計した。 

 

 

                         
2事業所単位の付加価値額は、企業単位で把握した付加価値額を事業従事者数により傘下事業所にあん分することに

より、全産業について集計した。 
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0 20 40 60 80 100

事業所数

製造業
卸売業，小売業 医療，福祉 その他の産業

農林漁業（個人経営を除く）

建設業

宿泊業，飲食サービス業鉱業，採石業，砂利採取業

0.6％
0.0％

9.6％ 9.0％ 25.8％ 13.1％ 6.6％ 33.7％

金融業，保険業

1.6％

（％）

第三次産業第一次・第二次産業

４．事業所数の状況（結果の概要Ｐ１６、２４～） 

●産業大分類別に事業所数をみると、「卸売業，小売業」が 140 万 5021 事業所（全産
業の 25.8％）と最も多く、次いで「宿泊業，飲食サービス業」が 71 万 1733 事業所
（同 13.1％）、「建設業」が 52 万 5457 事業所（同 9.6％）などとなっており、上位
３産業で全産業の５割弱を占めている。また、第三次産業で 80.7％を占めている。

●21 年基礎調査と比べると、「鉱業，採石業，砂利採取業」が▲21.6％、「情報通信業」
が▲13.7％、「複合サービス事業」が▲13.6％となるなど 16 産業で減少となってい
る。一方、「医療，福祉」が＋4.3％と唯一増加となっている。 

図５ 産業大分類別事業所数の構成比 

 

 

 

 

 
 
 
注：「その他の産業」は、日本標準産業分類における大分類「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸

業，郵便業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業」、
「教育，学習支援業」、「複合サービス事業」及び「サービス業（他に分類されないもの）」の計である。 

 

●都道府県別に事業所数をみると、東京都が 70 万 1848 事業所（全国の 12.2％）と最
も多く、次いで大阪府が 44 万 2249 事業所（同 7.7％）、愛知県が 33 万 1581 事業所
（同 5.7％）などとなっている。 

●21 年基礎調査と比べると、東日本大震災で甚大な被害を受けた宮城県は▲11.8％、
福島県は▲11.7％、岩手県は▲9.8％であり、減少率の上位３県となっている。 

図６ 都道府県別事業所数増減率（21 年基礎調査との比較） 

 

以上   ～   未満 

▲ 6.0％ ～ ▲ 4.0％ 

▲ 8.0％ ～ ▲ 6.0％ 

▲10.0％ ～ ▲ 8.0％ 

▲12.0％ ～ ▲10.0％ 
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0 20 40 60 80 100

従業者数

製造業
卸売業，小売業

医療，福祉 その他の産業

農林漁業（個人経営を除く）

建設業

宿泊業，飲食サービス業鉱業，採石業，砂利採取業

0.6％

0.0％

6.9％ 16.6％ 21.0％ 9.7％ 11.1％ 31.2％

金融業，保険業

2.8％

（％）

第三次産業第一次・第二次産業

92.3 

83.7 

83.3 

80.1 

79.4 

77.0 

75.0 

72.9 

70.6 

62.6 

60.5 

50.1 

47.2 

46.4 

46.1 

43.6 

21.6 

7.7 

16.3 

16.7 

19.9 

20.6 

23.0 

25.0 

27.1 

29.4 

37.4 

39.5 

49.9 

52.8 

53.6 

53.9 

56.4 

78.4 

0 20 40 60 80 100

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

鉱業，採石業，砂利採取業

金融業，保険業

学術研究，専門・技術サービス業

建設業

製造業

複合サービス事業

運輸業，郵便業

不動産業，物品賃貸業

医療，福祉

卸売業，小売業

農林漁業（個人経営を除く）

教育，学習支援業

サービス業（他に分類されないも…

生活関連サービス業，娯楽業

宿泊業，飲食サービス業

正社員・正職員

正社員・正職員以外の雇用者

（％）

合計

正社員・正職員 正社員・正職員以外の雇用者

58.5％ 41.5％

５．従業者数の状況（結果の概要Ｐ１６、２１～） 

●産業大分類別に従業者数をみると、「卸売業，小売業」が 1174 万６千人（全産業の
21.0％）と最も多く、次いで「製造業」が 924 万８千人（同 16.6％）、「医療，福祉」
が 617 万９千人（同 11.1％）などとなっており、上位３産業で全産業の５割弱を占
めている。また、第三次産業で 75.8％を占めている。 

●21 年基礎調査と比べると、「鉱業，採石業，砂利採取業」が▲30.2％、「複合サービ
ス事業」が▲15.8％、「建設業」が▲10.3％となるなど 15 産業で減少となっている。
一方、「医療，福祉」が＋9.8％、「金融業，保険業」が＋0.1％と増加となっている。

●従業者数のうち、産業大分類別に雇用者（4916 万５千人）に占める「正社員・正職
員」の割合をみると、「電気・ガス・熱供給・水道業」が最も高く、次いで「情報
通信業」、「鉱業，採石業，砂利採取業」などとなっている。「正社員・正職員以外
の雇用者」は、「宿泊業，飲食サービス業」が最も高く、次いで「生活関連サービ
ス業，娯楽業」、「サービス業（他に分類されないもの）」などとなっている。 

図７ 産業大分類別従業者数の構成比 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

注１：「その他の産業」は、日本標準産業分類における大分類「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運

輸業，郵便業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「生活関連サービス業，娯

楽業」、「教育，学習支援業」、「複合サービス事業」及び「サービス業（他に分類されないもの）」の計である。 

注２：「従業者数の構成比」は必要な事項の数値が得られた事業所を対象として算出した。 
 

図８ 産業大分類別正社員・正職員及び正社員・正職員以外の雇用者の構成比 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：「正社員・正職員及び正社員・正職員以外の雇用者の構成比」は必要な事項の数値が得られた事業所を対象とし

て算出した。  
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増減率
（％）

全国に
占める
割合

（％）

増減率
（％）

全国に
占める
割合

（％）

増減

全国 6,199,222 5,768,489 ▲ 6.9 100.0 58,442,129 55,837,252 ▲ 4.5 100.0 9.9 10.2 0.3
北海道 257,684 242,432 ▲ 5.9 4.2 2,285,139 2,159,641 ▲ 5.5 3.9 9.2 9.3 0.1
青森県 67,664 61,549 ▲ 9.0 1.1 539,293 503,372 ▲ 6.7 0.9 8.2 8.5 0.3
岩手県 66,009 59,537 ▲ 9.8 1.0 546,239 509,979 ▲ 6.6 0.9 8.5 8.9 0.4
宮城県 111,343 98,190 ▲ 11.8 1.7 1,032,237 955,780 ▲ 7.4 1.7 9.7 10.3 0.6
秋田県 57,028 52,285 ▲ 8.3 0.9 445,988 418,749 ▲ 6.1 0.7 8.0 8.2 0.2
山形県 63,346 59,304 ▲ 6.4 1.0 503,706 479,223 ▲ 4.9 0.9 8.1 8.3 0.2
福島県 101,403 89,518 ▲ 11.7 1.6 872,919 782,816 ▲ 10.3 1.4 8.9 9.1 0.2
茨城県 131,994 122,835 ▲ 6.9 2.1 1,278,830 1,216,659 ▲ 4.9 2.2 10.0 10.3 0.3
栃木県 99,390 92,263 ▲ 7.2 1.6 913,131 865,025 ▲ 5.3 1.5 9.5 9.7 0.2
群馬県 104,687 96,546 ▲ 7.8 1.7 921,475 878,540 ▲ 4.7 1.6 9.0 9.4 0.4
埼玉県 275,063 258,199 ▲ 6.1 4.5 2,593,162 2,492,294 ▲ 3.9 4.5 9.9 10.2 0.3
千葉県 213,775 200,702 ▲ 6.1 3.5 2,118,886 2,042,622 ▲ 3.6 3.7 10.5 10.7 0.2
東京都 757,551 701,848 ▲ 7.4 12.2 9,046,553 8,655,267 ▲ 4.3 15.5 13.2 13.8 0.6
神奈川県 335,961 313,856 ▲ 6.6 5.4 3,467,948 3,370,740 ▲ 2.8 6.0 11.2 11.6 0.4
新潟県 128,821 120,995 ▲ 6.1 2.1 1,076,959 1,033,472 ▲ 4.0 1.9 8.6 8.8 0.2
富山県 59,522 55,397 ▲ 6.9 1.0 534,034 507,159 ▲ 5.0 0.9 9.2 9.5 0.3
石川県 68,427 64,173 ▲ 6.2 1.1 564,044 538,709 ▲ 4.5 1.0 8.5 8.7 0.2
福井県 47,551 44,160 ▲ 7.1 0.8 386,954 372,509 ▲ 3.7 0.7 8.4 8.7 0.3
山梨県 49,287 45,636 ▲ 7.4 0.8 380,250 367,195 ▲ 3.4 0.7 7.9 8.3 0.4
長野県 120,928 112,369 ▲ 7.1 1.9 974,695 923,685 ▲ 5.2 1.7 8.3 8.5 0.2
岐阜県 112,569 104,946 ▲ 6.8 1.8 917,788 882,086 ▲ 3.9 1.6 8.4 8.6 0.2
静岡県 198,607 184,470 ▲ 7.1 3.2 1,811,744 1,736,157 ▲ 4.2 3.1 9.5 9.7 0.2
愛知県 354,453 331,581 ▲ 6.5 5.7 3,784,792 3,637,298 ▲ 3.9 6.5 11.2 11.5 0.3
三重県 88,359 82,365 ▲ 6.8 1.4 828,420 795,969 ▲ 3.9 1.4 9.7 10.1 0.4
滋賀県 61,473 58,057 ▲ 5.6 1.0 611,839 590,842 ▲ 3.4 1.1 10.4 10.7 0.3
京都府 136,977 125,948 ▲ 8.1 2.2 1,180,615 1,118,404 ▲ 5.3 2.0 9.2 9.5 0.3
大阪府 480,304 442,249 ▲ 7.9 7.7 4,645,072 4,334,776 ▲ 6.7 7.8 10.5 10.6 0.1
兵庫県 248,242 231,113 ▲ 6.9 4.0 2,270,959 2,173,594 ▲ 4.3 3.9 9.6 9.9 0.3
奈良県 52,869 49,409 ▲ 6.5 0.9 452,323 427,579 ▲ 5.5 0.8 9.0 9.2 0.2
和歌山県 55,151 51,133 ▲ 7.3 0.9 390,069 376,733 ▲ 3.4 0.7 7.4 7.7 0.3
鳥取県 29,058 27,492 ▲ 5.4 0.5 239,720 226,944 ▲ 5.3 0.4 8.6 8.7 0.1
島根県 39,875 37,225 ▲ 6.6 0.6 307,463 292,056 ▲ 5.0 0.5 7.9 8.0 0.1
岡山県 91,258 85,833 ▲ 5.9 1.5 840,099 805,627 ▲ 4.1 1.4 9.7 9.9 0.2
広島県 144,539 135,296 ▲ 6.4 2.3 1,334,269 1,287,533 ▲ 3.5 2.3 9.6 9.9 0.3
山口県 70,470 65,985 ▲ 6.4 1.1 613,766 584,608 ▲ 4.8 1.0 9.0 9.2 0.2
徳島県 41,759 39,217 ▲ 6.1 0.7 317,973 306,064 ▲ 3.7 0.5 7.9 8.2 0.3
香川県 54,014 50,047 ▲ 7.3 0.9 450,592 426,402 ▲ 5.4 0.8 8.7 8.8 0.1
愛媛県 73,388 68,510 ▲ 6.6 1.2 597,132 576,727 ▲ 3.4 1.0 8.5 8.8 0.3
高知県 41,361 38,378 ▲ 7.2 0.7 292,731 281,772 ▲ 3.7 0.5 7.4 7.7 0.3
福岡県 237,836 224,833 ▲ 5.5 3.9 2,267,485 2,174,722 ▲ 4.1 3.9 10.0 10.3 0.3
佐賀県 41,317 39,101 ▲ 5.4 0.7 359,235 349,694 ▲ 2.7 0.6 8.9 9.2 0.3
長崎県 69,766 65,467 ▲ 6.2 1.1 558,434 551,755 ▲ 1.2 1.0 8.2 8.7 0.5
熊本県 84,206 79,219 ▲ 5.9 1.4 717,823 701,614 ▲ 2.3 1.3 8.9 9.2 0.3
大分県 60,051 56,303 ▲ 6.2 1.0 509,675 485,108 ▲ 4.8 0.9 8.8 9.0 0.2
宮崎県 57,506 54,955 ▲ 4.4 1.0 458,683 450,481 ▲ 1.8 0.8 8.2 8.5 0.3
鹿児島県 85,049 80,279 ▲ 5.6 1.4 683,406 674,469 ▲ 1.3 1.2 8.3 8.7 0.4
沖縄県 71,331 67,284 ▲ 5.7 1.2 517,580 514,802 ▲ 0.5 0.9 7.6 8.2 0.6

都道府県

事業所数 従業者数
１事業所当たり
従業者数（人）

21年 24年
21年

（人）
24年

（人）
21年 24年

表４ 都道府県別事業所数及び従業者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：「従業者数」及び「１事業所当たり従業者数」は必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計した。 
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６．東日本大震災による被災地域の状況（結果の概要Ｐ２７～） 

●岩手県（▲9.8％） 

市町村別に事業所数を 21 年基礎調査と比べると、大槌町が▲73.2％（本調査の事

業所数は 206 事業所）、山田町が▲60.6％（同 342 事業所）、陸前高田市が▲48.5％

（同 634 事業所）となるなど、遠野市の＋6.7％（同 1443 事業所）を除く全ての市

町村で減少となっている。 

●宮城県（▲11.8％） 

市町村別に事業所数を 21 年基礎調査と比べると、南三陸町が▲69.2％（本調査の

事業所数は 268 事業所）、女川町が▲68.9％（同 191 事業所）、気仙沼市が▲41.1％

（同 2627 事業所）となるなど、大衡村の＋2.8％（同 294 事業所）、富谷町の＋2.7％

（同 1200 事業所）を除く全ての市町村で減少となっている。 

●福島県（▲11.7％） 

市町村別に事業所数を 21 年基礎調査と比べると、川内村が▲55.3％（本調査の事

業所数は 55 事業所）、広野町が▲52.3％（同 132 事業所）、南相馬市が▲31.4％（同

2467 事業所）となるなど、全ての市町村で減少となっている。 

図９ 市町村別事業所数増減率（21 年基礎調査との比較）－岩手県 
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12 八幡平市 

13 奥州市 

14 雫石町 

15 葛巻町 

16 岩手町 

17 滝沢村 

18 紫波町 

19 矢巾町 

20 西和賀町 

21 金ケ崎町 

22 平泉町 

23 住田町 

24 大槌町 

25 山田町 

26 岩泉町 

27 田野畑村 

28 普代村 

29 軽米町 

30 野田村 

31 九戸村 

32 洋野町 

33 一戸町 
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図 10 市町村別事業所数増減率（21 年基礎調査との比較）－宮城県 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11 市町村別事業所数増減率（21 年基礎調査との比較）－福島県 

 

 

 

 

 

 

 

注：調査日である平成 24 年２月 1 日時点にお

いて、市町村の一部が警戒区域又は計画的

避難区域（調査の対象外）であった市町村。

1 福島市 

2 会津若松市 

3 郡山市 

4 いわき市 

5 白河市 

6 須賀川市 

7 喜多方市 

8 相馬市 

9 二本松市 

10 田村市（注） 

11 南相馬市（注） 

12 伊達市 

13 本宮市 

14 桑折町 

15 国見町 

16 川俣町（注） 

17 大玉村 

18 鏡石町 

19 天栄村 

20 下郷町 

21 檜枝岐村 

22 只見町 

23 南会津町 

24 北塩原村 

25 西会津町 

26 磐梯町 

27 猪苗代町 

28 会津坂下町 

29 湯川村 

30 柳津町 

31 三島町 

32 金山町 

33 昭和村 

34 会津美里町 

35 西郷村 

36 泉崎村 

37 中島村 

38 矢吹町 

39 棚倉町 

40 矢祭町 

41 塙町 

42 鮫川村 

43 石川町 

44 玉川村 

45 平田村 

46 浅川町 

47 古殿町 

48 三春町 

49 小野町 

50 広野町 

51 楢葉町【調査の対象外】

52 富岡町【調査の対象外】

53 川内村（注） 

54 大熊町【調査の対象外】

55 双葉町【調査の対象外】

56 浪江町【調査の対象外】

57 葛尾村【調査の対象外】

58 新地町 

59 飯舘村【調査の対象外】

21 村田町 

22 柴田町 

23 川崎町 

24 丸森町 

25 亘理町 

26 山元町 

27 松島町 

28 七ヶ浜町 

29 利府町 

30 大和町 

31 大郷町 

32 富谷町 

33 大衡村 

34 色麻町 

35 加美町 

36 涌谷町 

37 美里町 

38 女川町 

39 南三陸町 

 

 

1 仙台市青葉区 

2 仙台市宮城野区 

3 仙台市若林区 

4 仙台市太白区 

5 仙台市泉区 

6 石巻市 

7 塩竈市 

8 気仙沼市 

9 白石市 

10 名取市 

11 角田市 

12 多賀城市 

13 岩沼市 

14 登米市 

15 栗原市 

16 東松島市 

17 大崎市 

18 蔵王町 

19 七ヶ宿町 

20 大河原町 

全域が調査の対象外であった町村 

以上   ～   未満 

▲ 5.0％ ～    0.0％ 

▲10.0％ ～ ▲ 5.0％ 

▲20.0％ ～ ▲10.0％ 

▲30.0％ ～ ▲20.0％ 

～ ▲30.0％ 

以上   ～   未満 

0.0％ ～ 

▲ 5.0％ ～    0.0％ 

▲10.0％ ～ ▲ 5.0％ 

▲20.0％ ～ ▲10.0％ 

▲30.0％ ～ ▲20.0％ 

～ ▲30.0％ 


